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温  暖  化 

 

採択された「パリ協定」は石油など化石燃料依存

からの脱却を目指しており、実行されれば世界の姿

は大きく変わるでしょう。 

 

（2016.1.29 日経朝刊より） 

 

大型炭素税や市街地のコンパクト化などの地球温

暖化対策は、経済成長や地方創生などの課題を同時

に解決するために有効だとする提言案を、専門家で

作る環境相の私的懇談会がまとめました。 

（2016.1.30 朝日夕刊より） 

 

電    力 

 

JCOMは4月に始める家庭向け電力小売りの料金

プランを発表しました。放送通信サービスとのセッ

ト契約を前提に電力大手より最大 10%安く提供し

ます。 

（2016.1.7. 日経朝刊より） 

 

4 月の電力小売り全面自由化に向け、東京電力が新

料金プランを発表しました。 

 

（2016.1.83.日経朝刊より） 

 

2 度の値上げで料金が高い関西は、首都圏に次いで

顧客の奪い合いが激しい環境です。 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 

2016 年 2月 1 日 
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（2016.1.8 朝日朝刊より） 

 

 東電は、今年 4 月の電力の小売り全面自由化に合

わせ、燃料・火力発電、配送電、小売りの三つの事

業会社を置く持ち株会社制に移行します。 

 

（2016.1.11 朝日朝刊より） 

 

 4 月の電力小売り自由化を控え、値下げを表明し

た東京電力に対抗する動きが広がってきました。 

 

（2016.1.14.日経朝刊より） 

 

4 月の家庭向け電力小売り自由化を控え、関西電

力は夜間の料金を下げる新しいメニューを発表しま

した。 

 

（2016.1.15 朝日朝刊より） 
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（2016.1.16 日経朝刊より） 

 

4 月の電力小売りを全面自由化を前に、効率的な

需要調整などにつながる技術やサービスを新電力に

売り込む動きが広がっています。 

 

（2016.1.24 日経朝刊より） 

 

人工知能で電力の需要をきめ細かく制御し電力使

用を最適化する技術の開発が相次いでいます。 

 

（2016.1.25 日経朝刊により） 

 

天 然 ガ ス 

 

水素利用の最大の問題は、製造する際に CO2 が

出ることです。当面は地中深く埋設して処理する計

画もありますが、風力や太陽光などの再生可能エネ

ルギーで水素を作れれば、排出ゼロの環境配慮型エ

ネルギーに利用できます。 

 

（2016.1.4 日経朝刊により） 

 

経済産業省は、余った再生可能エネルギーの電気

で水素をつくるシステムを整備します。課題はコス

トです。水電解装置の設置には初期投資で数億円か

かり、水素から燃料電池などを作る際のエネルギー

の変換効率の悪く、1100 円/水素 1Kg です。 

（20156.1.12. 日経朝刊より 
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再 エ ネ 

 

総務省は温暖化ガスの排出削減に向け、森林整備

や国内産木材の有効活用に取り組む自治体を財政支

援します。 

 

（2016.1.21 日経夕刊より） 

 

原    発 

 

東京電力福島第一原子力発電所の汚染水対策に

「原発の海側にある井戸からの地下水のくみ上げに

より、1日約 400㌧の高濃度汚染水が発生している」

という新たな課題に直面しています。 

 

（2016.1.4. 日経朝刊より） 

 

東電柏崎原発の安全性を巡り、地元新潟県知事の

泉田知事と東電の溝が埋まりません。背景には東電

が同県に電力を供給していないため、徹底して安全

性を追求できる新潟県特有の構図があります。 

 

（2016.1.18 日経朝刊より） 

電力システムに比べ原子力改革は進んでいません。

政府計画は原発の 60年運転常態化を前提に市場ベ

ースで再生エネを普及させる道を探る必要がありま

す。 

 

（2016.1.19 日経朝刊より） 

 

原発の是非によらず解決すべき課題が多くありま

す。政策決定過程への民意反映の仕組みが必要で、

国内のプルトニウム在庫量の削減を検討する必要が

あります。 
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（2016.1.20 日経朝刊より） 

 

原油安が続くと中東依存が一層高まる懸念があり

ます。エネルギー安全保障と温暖化回避を両立させ、

日米原子力協定改定を見据え未来図を描く必要があ

ります。 

 

（2016.1.21 日経朝刊より） 

 

九州電力が川内原発で重大事故時の対策拠点とな

る免震重要棟の建設を撤回しました。新制度基準に

は反しないが、安全性に関わる重要施設をめぐる約

束を守らないことになります。 

 

（2016.1.24 朝日朝刊より） 

 

日立製作所が 2020年代前半に英国で稼働する原

子力発電所の建設で、日本企業が 1兆円を超える事

業を受注することが明らかになりました。 

 

（2016.1.25 日経朝刊より） 

 

高浜原子力発電所 3号機が 29日、2月末には 4号

機の再稼働のめどが立ったため、4月から家庭や企

業など全ての顧客の電気料金が引き下げられます。 
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（2016.1.26 日経朝刊より） 

 

（2016.1.26 朝日朝刊より） 

 

原発を動かせば使った核燃料がどんどん増えるが、

その処理もためておく場所も決まっていません。一

時的に置いておく「中間貯蔵施設」の県外建設を再

稼働に同意する条件の一つとして挙げましたが、見

通しは立たないままです。 

 

（2016.1.28 朝日朝刊より） 

 

プルサーマル発電（高浜原発 3号機）では全国初

めての再稼働となりました。 

 

（2016.1.30 朝日朝刊より） 
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そ  の  他 

 

原油安が止まりません。中国など新興国の景気低

迷で原油の需要が伸び悩み、産油国間の生産調整が

進まないことで供給も過剰なため、原油価格は約 12

年ぶりの安値圏で取引されています。日本では、ガ

ソリン価格が約 6年ぶりの安値に下がり、電気料金

のさらなる値下げも見込まれます。 

 

（2016.1.10 朝日朝刊より） 

 

米原油市場で指標原油WTI の 1バレル 30ドル割

れが目前に迫りました。 

 

（2016.1.13、日経朝刊より） 

 

神戸市は川崎重工業や岩谷産業と連携し、次世代

エネルギーとして注目される水素の輸入基地を神戸

港に新設すると発表しました。 

 

（2016.1.27 日経朝刊より） 

 

大手電力 10社の 2015年 4～12月期決算が出そろ

いました。東日本大震災後で初めて全社が黒字にな

る見通しです。 

 

（2016.1.30 朝日朝刊より） 


